
令和７年度広陵町共同募金委員会助成事業実施要領 
 

 

 

１ 趣旨 

この事業は、共同募金の財源をもとに、誰もが住み慣れた地域で安心して暮らせる福祉のま

ちづくりを推進することを目的に活動する団体やグループが、実施する事業に対しての助成

の基準について定めるものとする。 

 

２ 実施主体 

広陵町共同募金委員会 

 

３ 助成対象団体 

 おもに広陵町内で活動する団体であって、次に掲げる要件を満たす団体。 

（１）ボランティア団体（広陵町社会福祉協議会登録ボランティアであり、活動実績のある

団体とする。） 

（２）特定非営利活動法人（ＮＰＯ法人） 

（３）広陵町共同募金委員会（以下、「本会」という。）が特に必要と認めた施設、団体及

び事業所等 

 

４ 助成対象事業 

助成金の交付対象とする事業は次のものとする。 

（１） 主たる活動拠点が広陵町内であること 

（２）地域福祉を目的とし、その向上に効果があると本会が認める事業 

（３）行政やその他の団体が行っていない先駆的・開発的な事業。ただし、地域住民の支持

が得られる活動であること。 

（４）次の事業は交付対象としない。 

 （ア）国又は地方公共団体が経営し、又はその責任に属すると見なされる事業 

 （イ）国籍、宗教、政党、組合などの関係からその対象を特に限定していて一般的に開放 

   されず、構成員の相互共済を主たる目的とする事業等及び社会福祉的な性格の明らか 

   でない事業 

 （ウ）社会福祉を目的としていても、政治、宗教、組合等の運動のために、その手段とし 

   て行う事業 

 （エ）営利のために行っていると見なされる事業 

 （オ）国、地方公共団体等の補助を受け、重複申請している事業 

 （カ）介護保険事業又は障害者自立支援事業を行う事業所の本体事業 

 （キ）助成金以外の収入又は財源をもって実施することが妥当と認められる事業 

 （ク）経営上余裕のある団体が行う事業 

 （ケ）助成による効果が期待できない事業 

 （コ）事業開始後満１年を経過しない団体が行う事業。ただし、本会が緊急と認めた場合 

   はこの限りではない。 

 （サ）本年度において、共同募金との重複感を与えるような寄付金の公募を実施し、又は 

   実施しようとする事業 

 （シ）過去において、助成の返還又は取消しを受けた団体が行う事業 

 



 

５ 助成対象条件 

（１）ユニークで発展性・継続性のある事業を優先する。 

（２）新たに開拓する事業を優先する。 

（３）事業を実施する場合「広陵町共同募金委員会（共同募金助成金）の助成を受けて、この

事業を実施しています」とパンフレット等に表記する。 

  

６ 助成対象外経費 

助成の対象とならない経費等は次のとおりとする。 

（１）申請事業以外の一般経常費 

（２）団体や会の運営そのものを目的とした事業（大会、総会、役員会、部会、委員会等） 

（３）他の団体などが開催する催し物や研修等の参加に係わる参加費、旅費、交通費等 

（４）上部組織及び類似組織等への会費、負担金類 

（５）他の事業者への事業委託金 

（６）構成団体のみをもって支出される支部や地域への助成金 

（７）施設の改修、補修、設備等に関わる費用 

（８）事業実施のための交流を目的としない飲食費 

（９）個人が所有する物品類等に係わる経費 

（10）インターネット料金（契約料、接続料等） 

（11）役員、事務局員に支払われる人件費 

（12）適正な経費精算がなされないもの 

（13）借入金又は利息の補填 

（14）共同募金の助成金として適切ではないと判断した経費 

 

７ 助成金額 

  ひとつの事業につき５０,０００円以内とする（予算の範囲内で助成金の額を決定するため、

申請額に満たない場合がある）。 

 

８ 助成金の使用年度 

助成金は原則として助成を受けた年度内に使用することとする。 

 

９ 事業実施期間 

  令和７年６月３日から令和８年３月３１日までの間に実施する事業 

 

10 募集期間 

令和７年８月１日から令和７年９月３０日（当日消印有効） 

 ※持参の場合の受付時間は、平日の午前９時から午後５時までとする。 

 

11 助成の申請方法 

助成を受けようとする団体は、次の書類を期限までに本会に提出しなければならない。 

  ○ 広陵町共同募金委員会助成金申請書（様式第１号） 

  ○ 広陵町共同募金委員会助成事業計画書（様式第２号） 

  ○ 申請事業収支予算書（様式第３号）  

  ○ 会員名簿（様式第４号） 

  ○ 参考となる資料、その他チラシ 

 



 

12 選考方法 

申請書類に基づき、効果度や実効性等について審査・選考を行い、採否と助成金の額を決定

する。 

 

13 助成の決定 

  助成の決定は令和７年１０月中旬頃。本会から助成する団体に、次の書類で通知する。 

○ 助成金交付決定通知書（様式第５号） 

 

14 助成金の請求 

  決定通知を受けた団体は、次の書類を本会に提出すること。 

○ 助成金請求書（様式第６号） 

 

15 事業報告 

助成を受けた団体は、事業完了後２か月以内、又は令和８年４月３日のいずれか早い方の日 

 までに、次の書類を添えて事業報告をしなければならない。 

○ 広陵町共同募金委員会助成事業完了報告書（様式第７号） 

○ 広陵町共同募金委員会助成事業完了届出書（様式第８号） 

○ 申請事業収支報告書（様式第９号） 

 

16 助成事業の変更 

助成金は、指定された使途以外に使用してはならない。ただし、助成申請後やむを得ない事

情により事業の内容又は経費を変更する必要が生じた場合は、次の書類を添えてすみやかに

変更の手続きを行なわなければならない。 

○ 広陵町共同募金委員会助成変更申請書（様式第１０号） 

 

17 助成事業の変更についての決定 

  助成事業の変更について、次の書類で通知する。 

○ 助成金決定取消（変更）通知書（様式第１１号） 

 

18 助成金の取消し・返還 

  次の項目に該当するときは、助成決定を変更若しくは取り消し、助成金の全額又は一部を本

会に返還すること。（返還額は本会にて設定する。） 

 （１）本会が定める日までに、必要書類を本会に提出しなかったとき 

（２）助成決定後事業を一部休止又は廃止したとき 

（３）助成金を指定された事業以外に使用したとき 

（４）事実と相違した助成申請又は使途報告を行ったとき 

（５）本会及び奈良県共同募金会の指示に従わないとき 

  返還については、請求書（様式第１２号）を発行する。 

 

19 その他 

助成事業により取得した備品及び関係書類の管理期間は、助成事業の年度終了後５年間と

し、期間中は当該備品及び関係書類を適切に管理しなければならない。 

 

 

 



 

20 提出先・問い合わせ先 

  広陵町共同募金委員会事務局 

  〒635-0821 

   奈良県北葛城郡広陵町大字笠１６１番地２ 

    広陵町総合保健福祉会館さわやかホール（広陵町社会福祉協議会内） 

   TEL：0745-55-8300 FAX:0745-55-6585 

  

 ※ 担当者が不在の場合がありますので、窓口にお越しの際は、事前に電話で来庁日時の連絡

をお願いします。 

 ※ 提出書類は、広陵町社会福祉協議会ホームページ申請書ダウンロードから入手可能です。 

 


